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４．飲食券対面販売による啓発
飲食券の販売は全て対面にて行い、販売時、購買客に対して次の啓発を行った。
・1日あたり1人2万円までの購入とする。
・購入時にその場で必ず枚数の確認を行うこと。
・購入し、持ち帰り後の返品、交換はいかなる場合も受け付けない。
・飲食の実態を伴わない利用は禁止する。
・上記等を記載したチラシを手渡しにて配付した。

５．対応事例
【店舗名】
・Bar Home、旬彩和食 まごころ（同一経営者）

【異常発見】
・換金実績チェックにおいて「不自然な高額換金」および「多数のバーコードナンバー連続」を
発見

【折衝】
・事務局より店舗に対し、飲食券使用の実態が証明できる資料（売上帳簿、仕入伝票な
ど）の提示を要請
・店舗代表者より資料が提出され、事務局で売上伝票による金額集計を行ったが、換金
実績数字と乖離が見られた。また、その事実に対する明確な理由の回答は得られず。

【結果】
・換金申請額の80%のみを換金対象とした。
・キャンペーンへの加盟店登録を解除（自主退会）
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事業で発生した余剰金については、愛媛県商工会連合会・愛媛県商工会議所連合会にて基
金管理し、県内のイベントなど地域経済の活性化事業への支援金として使用いたします。

（単位：円）

GoToEat 計算 第一弾 第二弾 合計 備考

① 販売価格／セット 4,000 5,000

② 額面価格／セット 5,000 6,000

③ １セット当たりの枚数 10 12 500円／枚

④ プレミアム率 25% 20%

⑤ １セット当たりの給付金額 1,000 1,000

販売実績

⑥ 販売金額 7,866,964,000 3,581,450,000 11,448,414,000 ※販売店からの入金金額

⑦ 販売セット数 ⑥÷① 1,966,741 716,290

⑧ 流通金額 ⑦×② 9,833,705,000 4,297,740,000 14,131,445,000

⑨ 必要最大給付金額 ⑦×⑤ 1,966,741,000 716,290,000 2,683,031,000 ※換金率100％の場合

換金実績

⑩ 集計枚数 19,594,270 8,561,654 28,155,924

⑪ 集計金額 ⑩×500 9,797,135,000 4,280,827,000 14,077,962,000

⑫ 集計金額に含む給付金額 ⑩÷③×⑤ 1,959,427,000 713,471,166 2,672,898,166

イレギュラー加算

⑬ BarHome・まごころ等 -2,591,100 ※使用しなかった給付金額

⑭ にしやデータ不備分 -100 ※申請外となった給付金額

結果

⑮ 飲食店への振込金額 ⑪－⑬ 9,794,543,900 4,280,827,000 14,075,370,900

⑯ 内　給付金額 ⑫－⑬－⑭ 1,956,835,800 713,471,166 2,670,306,966 ※必要給付金額

余剰金の特定

⑰ 給付金を除く振込金額 ⑮－⑯ 7,837,708,100 3,567,355,834 11,405,063,934

⑱ 余剰金 ⑥－⑰ 29,255,900 14,094,166 43,350,066 ※余剰金額
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■情報漏洩防止への取り組み

１．機密情報保持誓約書の取り交わし
当事業に関わる全スタッフ（セキ㈱社員、コールセンタースタッフ）と
「機密情報保持等誓約書」を取り交わした。

２．入退管理
社外スタッフとして入館するコールセンタースタッフ全員に「スタッフ証」を貸与し、受付にて入
館チェックを行った。

３．データ削除確認
業務関わる全てのデータに対し、毎月１回、月末に自席PC上に不要なデータを保持してい
ないかを確認し、万が一保持していた場合は速やかに削除するよう徹底した。
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機密情報保持等誓約書 

 

 Go To Eat キャンペーン愛媛事務局 御中 

 

  私は、Go To Eat キャンペーン愛媛事務局業務を遂行するにあたり、次の諸点を遵守す

ることを誓約かつ承認いたします。 

 

 １．勤務中は、法令（不正競争防止法・個人情報関連法等）を遵守し、誠実に業務を遂行 

すること。 

 ２．機密情報を定められたルールおよび善良なる管理者の注意を持って管理・保管し、利

用目的以外の用途に使用しないこと、また業務上認められている範囲を超えて第三

者に開示、提供しないこと。 

 

 

 

３．インターネット接続設備について下記の使用制限及び指示に従うこと。 

   ①みだりに私用で使用しないこと。 

   ②当事務局のネットワークを使用して私が発信し、もしくは私に宛てられたメール

等については、事務局が閲覧できることを承認する、 

 ４．本誓約書並びに承認事項に違反し、機密情報の漏洩及び背任により、関係者等に損害

を与えた場合には、原状回復責任及び損害賠償責任に応じることを承認する。 

 ５．当事務局解散後についても本誓約並びに承認事項を遵守すること。 

 

 以上の誓約・承認の証として、署名のうえ、本書を提出いたします。 

 

 

 

                     年   月   日 

 

 
 

                氏名                      

  

 

この誓約書における機密情報とは、業務上知り得た、未公開の内部情報、個人情報を

含む資料及びデータとする。 
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氏名 確認日 押印

〇〇　〇〇

〇〇　〇〇

〇〇　〇〇

〇〇　〇〇

〇〇　〇〇

〇〇　〇〇

〇〇　〇〇

〇〇　〇〇

【コールセンター全６台のPC】

〇〇　〇〇

不要データ削除･不保持確認表（〇／末）

業務の都合上、GoToEatに関する機密情報（個人情報を含む）データを、自らが管

理するPCのローカル環境にダウンロードした場合、作業完了後（＝不要になった

後）に、きちんと削除されているかどうか、を定期的に確認します。
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■新型コロナ感染防止への取り組み

１．出社時の体温測定
スタッフ全員、毎日出社時に体温を測定。37.0度以下であることを確認した後に入館する
ルールを徹底した。

２．手指消毒の徹底
スタッフ全員に消毒液を配付し、また共有スペースにも消毒液を配置。こまめな手指消毒を
行った。

３．機器消毒の徹底
飲食券カウント用バーコードシートリーダーは複数のスタッフが順次入れ替わり操作するため、
毎日業務終了後、除菌シートでの消毒を行った。

４．換気の徹底
勤務時間中、常に事務局フロアの窓を開放し、換気の徹底に努めた。

５．パーテーションの設置
対面着席するデスクにはパーテーションを設置。飛沫感染防止対策とした。

６．「全社徹底事項」の共有、遵守
セキ㈱が定め、全社員に向けて発信する「新型コロナ感染症対策徹底事項」を事務局内
全スタッフが共有し、徹底を図った。
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2021年8月中旬に加盟店に向けたアンケートを行いました。248店舗が回答。
売上増加や新規顧客の増加等に影響があったことが分かります。

■飲食券の利用率

■期間中の売上増加（コロナ禍において加盟前と比較して）

■新規顧客の増加
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2021年8月中旬に加盟店に向けたアンケートを行いました。248店舗が回答。

■テイクアウト・デリバリーの利用促進

■客単価の増加
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2020.10.23 愛媛新聞
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2020.12.23 愛媛新聞

2020.12.12 愛媛新聞
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202１.2.27 愛媛新聞

202１.4.8 愛媛新聞
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愛媛県におけるGo To Eatキャンペーン（食事券発行委託事業）では、事業開始前より愛媛県・商工

会連合会・商工会議所連合会と相談の上、加盟店舗数の予測（目標）を2,000店舗と設定し、準備を

開始したが、最終的には3,178店舗の参加があり、県内での本事業への関心の高さが伺えると同時に、初

動での広報・プロモーションが成功したと言える。食事券の販売方法としては、スーパー・百貨店等での対面

での販売スキームを確保した。懸念された購入時の密集や混雑は各販売所が感染症対策に十分に配慮し

た結果、トラブルになるような事態には至らなかった。

県内の感染拡大状況を日々確認しながら愛媛県と相談の上、必要なタイミングで販売停止等の判断を

行い、混乱を避けるべく販売所・加盟店・利用者それぞれへ機動的な広報を行うなど、本事業による感染

拡大を最小限に抑えるために緩急を意識した事業運営を行った結果、第一弾では98.5％、第二弾では

89.5％と高い販売実績を残すことができた。

加盟飲食店の管理・フォローアップについても各地域の商工会・商工会議所と連携し、事務局内にも専任

の現地訪問スタッフを構えるなど手厚く行い、店舗の営業実態の確認、感染症対策の実施状況などを直接

確認しながら、安心安全な利用につなげることができた。加盟飲食店への換金サイクルは事業開始直後から

月２回を維持し、加盟店が食事券を受け取ってから現金化できるまでの最大値を30日とし、確実な換金

業務を実施できた。

コールセンター運営においては事務局内に併設することにより迅速な対応を心掛け、特にメールアドレスを保

有しない飲食店への積極的な架電アナウンスのほか、加盟店からの換金申請枚数と事務局による実集計

枚数で差異が発生した場合は、振込前に架電確認をするなどの徹底を行い、事務局、加盟飲食店間での

トラブルは発生しなかった。また、事業終了時（利用期限・換金期限）の周知についても、郵便・メールの

他、全加盟店に対しての架電によるアナウンスも行い、換金期限に間に合わない加盟店はほとんどなかった。

事業全体と通しての改善点としては、事業の中断（販売停止）や延長に伴い、食事券や広報物に既に

記載されている日付と異なる事業運営となったため、これらに対応するための追加広報、問い合わせ対応に

苦慮をした。また、各県それぞれの運営方法をとっているにも関わらず全国ニュース等では一律の延長や変更

と勘違いを起こす報道が一部であり、地方での広報の難しさを改めて感じた。

加盟飲食店向けに実施した本事業のアンケートについては総じて好評であり、高い販売率・換金率と照ら

し合わせ、本事業の目的である感染予防対策に取り組みながら営業をしている飲食店および、食材を提供

する農林漁業者への支援につながったものと思われる。


